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鎖
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衆
議
院
議
員
前
田
雄
�
君
提
出
連
鎖
販
売
取
引
の
規
制
強
化
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

特
定
商
取
引
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
一
年
法
律
第
五
十
七
号
。
以
下
「
特
定
商
取
引
法
」
と
い
う
。
）
第
三
十
三
条

に
規
定
す
る
連
鎖
販
売
取
引
に
つ
い
て
は
、
い
わ
ゆ
る
マ
ル
チ
商
法
に
起
因
す
る
ト
ラ
ブ
ル
の
多
発
に
対
応
す
る
た
め
、
特

定
商
取
引
法
に
お
い
て
、
連
鎖
販
売
業
者
等
に
対
し
、
書
面
交
付
に
よ
り
事
業
の
概
要
及
び
契
約
の
内
容
を
明
ら
か
に
す
る

こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
、
不
実
告
知
等
不
公
正
な
勧
誘
行
為
が
禁
じ
ら
れ
る
等
の
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
措

置
は
、
連
鎖
販
売
取
引
を
公
正
に
し
、
ま
た
、
そ
の
取
引
の
相
手
方
が
受
け
る
こ
と
の
あ
る
損
害
の
防
止
を
図
る
こ
と
に
よ

り
、
取
引
の
相
手
方
の
利
益
を
保
護
し
、
併
せ
て
商
品
等
の
流
通
及
び
役
務
の
提
供
を
適
正
か
つ
円
滑
に
し
、
も
っ
て
国
民

経
済
の
健
全
な
発
展
に
寄
与
す
る
も
の
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

二
に
つ
い
て

独
立
行
政
法
人
国
民
生
活
セ
ン
タ
ー
及
び
全
国
の
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
に
寄
せ
ら
れ
て
い
る
大
学
生
等
を
対
象
と
し
た
連

鎖
販
売
取
引
等
に
係
る
苦
情
相
談
の
件
数
に
つ
い
て
は
、
近
時
、
増
加
し
て
い
る
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。
政
府
と
し
て
は
、

そ
の
状
況
に
つ
い
て
必
要
な
情
報
の
収
集
を
行
う
と
と
も
に
、
こ
れ
に
基
づ
き
情
報
提
供
や
注
意
喚
起
に
努
め
て
い
る
。
た

一



だ
し
、
事
業
者
名
を
含
め
個
別
事
業
者
の
取
締
り
に
向
け
た
調
査
の
状
況
に
係
る
情
報
に
つ
い
て
は
、
そ
の
性
格
上
、
公
表

す
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
と
考
え
て
い
る
。

ま
た
、
事
業
者
団
体
の
自
主
規
制
と
し
て
は
、
社
団
法
人
日
本
訪
問
販
売
協
会
が
連
鎖
販
売
取
引
に
係
る
自
主
行
動
基
準

を
定
め
て
い
る
が
、
当
該
自
主
行
動
基
準
は
同
協
会
の
構
成
員
以
外
の
事
業
者
に
は
効
果
が
及
ば
な
い
。

こ
の
よ
う
な
状
況
も
踏
ま
え
、
昨
年
か
ら
、
産
業
構
造
審
議
会
消
費
経
済
部
会
特
定
商
取
引
小
委
員
会
及
び
同
審
議
会
割

賦
販
売
分
科
会
割
賦
取
引
小
委
員
会
（
以
下
「
両
小
委
員
会
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
連
鎖
販
売
取
引
等
の
特
定
商
取
引

に
つ
い
て
取
引
の
公
正
の
確
保
等
の
観
点
か
ら
、
特
定
商
取
引
法
及
び
割
賦
販
売
法
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
百
五
十
九

号
）
の
改
正
に
つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ
て
お
り
、
政
府
と
し
て
は
、
そ
の
審
議
結
果
を
踏
ま
え
、
具
体
的
な
法
律
改
正
案
を

検
討
し
て
い
く
予
定
で
あ
る
。

三
に
つ
い
て

連
鎖
販
売
取
引
等
の
特
定
商
取
引
に
係
る
取
引
の
公
正
の
確
保
等
の
た
め
に
は
、
法
律
違
反
行
為
の
厳
正
な
取
締
り
が
重

要
で
あ
り
、
ま
た
、
そ
れ
と
と
も
に
、
ト
ラ
ブ
ル
を
防
止
し
救
済
を
容
易
化
す
る
た
め
の
民
事
ル
ー
ル
の
機
能
を
強
化
す
る

必
要
が
あ
る
等
の
視
点
に
立
っ
て
、
昨
年
か
ら
、
両
小
委
員
会
に
お
い
て
、
特
定
商
取
引
法
及
び
割
賦
販
売
法
の
改
正
に
つ

二



い
て
審
議
が
行
わ
れ
て
お
り
、
政
府
と
し
て
は
、
そ
の
審
議
結
果
を
踏
ま
え
、
具
体
的
な
法
律
改
正
案
を
検
討
し
て
い
く
予

定
で
あ
る
。

な
お
、
警
察
に
お
い
て
は
、
連
鎖
販
売
取
引
に
つ
い
て
、
特
定
商
取
引
法
、
刑
法
（
明
治
四
十
年
法
律
第
四
十
五
号
）
等

の
罰
則
規
定
に
該
当
す
る
行
為
の
積
極
的
な
取
締
り
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
と
承
知
し
て
い
る
。

四
に
つ
い
て

事
業
者
団
体
が
取
引
の
公
正
の
確
保
の
た
め
に
適
切
な
自
主
規
制
の
た
め
の
基
準
を
策
定
し
、
又
は
よ
り
適
切
な
内
容
に

改
正
す
る
こ
と
、
そ
の
内
容
を
国
民
に
周
知
す
る
こ
と
及
び
そ
の
構
成
員
が
当
該
基
準
を
遵
守
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
当

該
基
準
の
効
果
は
当
該
団
体
の
構
成
員
に
し
か
及
ば
な
い
も
の
の
、
取
引
の
公
正
の
確
保
に
資
す
る
一
定
の
意
義
は
あ
る
も

の
と
考
え
る
。

三


